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自然の恵みとともにある	
ライフスタイルにねざした美しいまちの再生が

地域を強く豊かにする
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はじめに：なぜ、クリエイティブ・タウンか
復興には、地域の課題を解決する新しい枠組が不可欠

■ 東日本大震災からの復興の歩みは遅い。
たとえば石巻市の場合、商店街ではまばらに新しい店が始まっているが、全体と
しては空店のままである。仮設店舗から本設店鋪への動きは鈍い。同様に、1万
2000 戸と言われる仮設住宅から本設住宅への本格的な動きも起きていない。本設
住宅の供給がほとんど進んでいないからである。

■ これまでの延長線上で、復興の方法、地方の再生を発想しても、うまくはいかない
被災地域は被災前から、全国の地方と同様、経済の停滞、雇用の減少、地域社会の
結束力の低下、地域文化の衰弱など、多くの問題を抱えていた。そのことを横に置き、
これまでの延長線上で、復興の方法、地方の再生を発想しても、うまくはいかない。
　これまでの地域振興や再生のシナリオは、「外発的発展」の発想で、外部でのお
手本をもって発展の道筋を決め、方向を定めていく方法であった。しかし、外の価
値観に依存することで、内発的・自律的に生きつづける生命力を衰弱させた。
　人口減少社会においては、地域の資源や個性・特性を最大限に活かし、創意工夫
のもと、地域の総力を結集し、自律的・持続可能なまちづくりの仕組みを再構築す
ることが重要である。

■ 地域固有のライフスタイルを産業化する。まちなかを再生し、その拠点とする
欧米は、そのライフスタイル（生活文化）を産業としてきた。服飾、生活雑貨、食
べものなど生活文化全般にわたり、オリジナリティのあるデザインを、オリジナル
な素材と技術（職人術）でつくりだし、世界の人びとを魅了し、富を生みだしてきた。
日本では、それら産業がどんどん縮小しているが、日本のデザイン、素材と技術（職
人技術）が、欧米に比較して遜色あるわけではない。それら日本の地域に根付くラ
イフスタイルを再興し、産業化する仕組みをつくることが内発的発展に不可欠であ
る。地域の中心都市を拠点に「ライフスタイルのブランド化」を成長産業に育て上げ、
地域に富が蓄積する構造をつくり
あげることが基本戦略となる。

■ 「クリエイティブ・タウン・モデル」
は、復興だけでなく全国の地方再
生の有効なモデルとなる

クリエイティブ・タウン
まちなかを再生し、ライフスタイルのブランド化
の拠点に、都市と農村の関係を再構築し、	
復興・地方都市再生・日本経済再生を実現

市街地の	
コンパクト化
まちなかの再生

ライフスタイル	
のブランド化

生活の誇りを産業に
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要約

復興、さらに地方の再生をめざしてクリエイティブ・タウンモデルを実践する。
［クリエイティブ・タウン］とは、地域の中心都市のまちなか（＊）を再生してつくる、
地域独自のライフスタイルを支え・育み・強め・発信する拠点。まちなかに地域に必
要な市民サービスを充実するとともに、そこにその地域固有のライフスタイルにねざ
した産業を興し、地域全体の風土に根ざした内発的産業の発展（ライフスタイルのブ
ランド化）を牽引していく。こうして社会的・経済的なラジリエンスを獲得した地域が、
土木構築物だけに頼らない強靭な国土をかたちづくる日本の姿を追求する。世界がう
らやむ、魅力溢れる、豊かで清潔で住みやすい成熟社会のモデルをつくりあげる。
＊「まちなか」はせいぜい数 ha を想定。規模の大きな「中心市街地」とは一線を画す

1. 創造経済時代には、グローバルな商品でも、ローカルなライフスタイルが背景
になければ生み出されない。わが国の成長戦略は「産業都市モデル」から「クリエ
イティブ・タウンモデル」へ転換する必要がある。

2. その際、地域の中心となる都市（とくにまちなか）が、クリエイティブな人び
との集まる場所となることが決定的に重要である。長浜の人びとが 20 年前にかか
げた「長浜らしく、美しく、住まい、暮らし、働く」は、今なお多くの地域が共有
し実践すべきまちづくりの目標である。町のデザインは、歴史に学ぶ必要がある。

3. 人口減少が始まり、市街地のコンパクト化が不可避となった。この状況を奇貨
として美しい田園や町並みとそこで営まれる豊かな生活を回復、都市と農村が相互
に助け合う田園都市を再構築する。都市は、外部の製品を農村へ供給するだけでな
く、地域を外部へ売り込む拠点とならなければならない。

4. こうしてブランド化された地域のライフスタイルを、従来のステレオタイプ化
された日本像を超える日本のライフスタイルとして、デファクト・スタンダード化
した「西洋のライフスタイル」のオルタナティブとして世界に訴求する。美しい日
本と地域ごとに豊かに展開する「地域のライフスタイル」確立こそが「クールジャ
パン」である。

5. 以上の、クリエイティブ・タウン実現には、①土地の共同利用、②コミュニティ
に根ざしたまちづくり会社が有効である。これらは新しい試みであり、実行には新
しいシステムが用意されなければならない。

6. 以上をプロモートするため、各地のクリエイティブ・タウン事業の推進を支援
するプロフェッショナル・コーポレーション（仮称：クリエイティブ・タウン・プ
ロモーション・カンパニー：CTP）を組織化する
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遠洋・沖合漁業
最盛期の都市拡大 Business as Usual

復興シナリオ 

ライフスタイル産業
復興シナリオ
•三陸ライフスタイルに共感す
る人を地域に惹きつける。
•起業しやすい環境を整える。
•出生率を回復する。

9
図　ライフスタイル産業のもとでの三陸復興ビジョン

1. ラフスタイル産業革命

1.1 ライフスタイル産業革命の成長戦略

■	 アイデアへの投資がグローバル化・創造経済時代の鍵

■	 ICT の発展によるマーケットの拡大
＊インターネット直販による、大都市への立地依存性からの解放

■	 製造業の ICT 化・サービス産業化
＊	ファブレス化、３Dプリンター等：スペース・フリー（まちなかでの創業可能性）

■	 一次産業の６次産業化
⇒この結果、

■	 ライフスタイル産業革命が、現在、進行中。
＊	ここで言うライフスタイルとは、通俗的な（広告代理店的な）意味での消費的
ライフスタイルではなく、生産と生活の両側面を含む概念。すなわち、地域の特色
ある産業、自然、伝統、文化などが一体となった生活のあり方。
＊	したがって、ライフスタイル産業とは、アメリカ西海岸のライフスタイルを背
景としたアップルの商品開発、イタリア・トスカーナ地方の地域の食材と生活文化
を背景としたスローフードなど、多様な方向性がある。
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産業都市モデル
（単目的的機械論モデル）

クリエイティブ・タウンモデル
（複雑系生命論モデル）

構成 垂直分業型 分節・創発型

原理 効率性 創造性・レジリエンス

構造 ヒエラルキー型ネットワーク ウェブ型ネットワーク

機能

機能分担
•	 政策的な画一的機能分担
•	 １次、２次、３次産業の分業、
•	 研究開発、生産、販売の垂直分業
•	 都市規模による都市サービスの垂
直的配置（高次→低次）

機能分化
•	 都市間相互作用に基づく特色の分
化
•	 ６次産業化、マーケティングと研
究開発の融合／研究開発と生産の
融合
•	 規模に関わらない特色ある都市
サービスの展開

推進力 企業誘致 ライフスタイル産業、アイデアの実現

ツール インフラ投資 ライフスタイルへの投資

ガバナンス 積み上げ型 自己組織化型

表　国土計画のパラダイムシフト

1.2　創造経済時代の成長戦略と国土計画のパラダイムシフト

■	 創造経済時代の成長戦略としてのライフスタイル産業の全国への展開
全国の特色あるライフスタイルを基盤とした起業・産業化のアイデアへの投資が重
要となる。

■	 産業都市モデルからクリエイティブ・タウンモデルへと国土計画のパラダイムシフ
トが求められている。

＊クリエイティブ・タウン
「多様なアイデアをもつ人々が、まちなかに集住することで、その地域独自のライ
フスタイル産業が展開することが可能となるようなまち」
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1.3　ライフスタイル産業の全国展開に向けての課題

■	 ライフスタイル産業展開の鍵は、アイデアをいかに喚起し、産業化・製品化するか。

■	 アイデアが喚起されるための４つの条件
①多様な情報獲得機会
②多様なコミュニケーションの機会
③多様な仲介者の存在
④アイデアを持つ人の流入
＊	この４つの条件は、大都市が優位性を有する。あるいは、大都市に立地する大
企業、大きな大学などであれば、組織内で担保されうる。
＊	しかし、地方には、大都市にはない独自のライフスタイルがあり、その独自の
ライフスタイルに根ざしたライフスタイル産業の展開の可能性があり、その機会を
逸することは、大きな損失である。

■	 地方都市のまちなかは、地域のライフスタイル産業の展開を促すアイデアの喚起・
実現という観点からみて「代えのきかない」存在。
＊	地方都市においては、同質的な戸建て、住機能に特化した郊外部に比較して、
まちなかには、マンション、アパート、戸建て、店舗併用住宅などの多様な住宅が
存在し、商業・サービスや産業（ex.	被災地における水産業等）、行政、教育・文化、
医療などの多様な機能が近接して存在し、多様な情報の獲得やコミュニケーション
機会の可能性という点で郊外地域に比較して明らかな優位性がある。
＊	アイデアを持つ人が近接して居住し、モノ・サービスの生産活動することによ
る情報交流の深度の担保が可能となる。
←ライフスタイル産業のスペース・フリー特性。
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2 クリエイティブ・タウン推進のあり方：
2.1 クリエイティブ・タウンを目指す地方都市の現状と課題

■	 ICT の発達により地方都市における情報獲得、インターネット直販の機会は拡大し
ている。
＊	地方都市においても、高速交通網の整備による大都市・世界への現場情報獲得
機会の向上、インターネット利用による情報獲得機会やインターネット直販の機会
は拡大している。

■	 しかし、大都市に比較して、①情報交流の深度・多様性、②コミュニケーション機
会の多様性、③仲介者の多様性、④アイデアを持つ人の流入、という点で不利な条
件のもとにある。

■	 さらに、近年では、地方都市では、多様な機能の郊外化が進行し、本来、まちなか
の有していた多様性が弱まりつつあり、その回復が喫緊の課題となっている。

⬇

■	 地方都市のまちなかにおけるアイデア喚起の条件を、抜本的に強化していく必要が
あり、そのための公共投資・支援が求められる。

⬇

クリエイティブ・タウン推進方策へ
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2.2　クリエイティブ・タウン推進方策

①	 まちなかの多様性＝公共性
・	 地方都市のまちなかでは、マス・マーケットを対象とした開発のもとで、マンショ
ン＋コンビニ等の画一的な開発が進行し、まちなかの多様性はむしろ損なわれつつ
ある。
・	 画一的スペースではなく、多様な層を対象とした住居タイプ、居住＋お店、居
住＋工房などの多様なスペースが提供され、多様な活動が展開されていることが、
まちなかの有する公共性である。

②	 地域の魅力的なライフスタイルとライフスタイル産業を可視化する。
・	 ライフスタイルを体現する魅力的なまちなみを創出し、ライフスタイル産業（ex.
専門店、専門工房）の起業を支援する。
・	 ライフスタイル産業の可視化そのものが情報獲得機会となって、あらたなライ
フスタイル産業のアイデアを喚起し、さらには、ライフスタイルに共感するアイデ
アをもった人々を惹きつけて流入を促す可能性を広げるという好循環をもたらす。

③	 インフォーマルなパブリック・スペースを創出する。
・	 ライフスタイル産業のカフェ、居酒屋、定食屋、レストラン、ギャラリー等は、
インフォーマルなパブリック・スペースが人々のフェイス・トゥ・フェイスのコミュ
ニケーションの場を提供する。
・	 とくに、多様性の確保という点で、とくに、そのまちの大学、専門学校、高校
の教員や学生が、コミュニケーションの輪にはいることがきわめて重要である（ま
ちのキャンパス化）。
cf		 石巻では、石巻専修大学が、まちなかから車で 15 分のところに立地しており、
街路・広場などの公共空地も含めて、スタイリッシュなコミュニケーション・スペー
スができれば、教員や学生のたまり場をまちなかに作り出すことは十分に可能。

④	 まちづくり会社によるエリア・マネジメント
・	 まちなかの公共性を担保するためには、単に再開発して終わりというのではな
く、まちづくり会社が一貫して継続的なエリア・マネジメントを行っていくことが
必須。
・	 エリア・マネジメントのためには、まちづくりプロデューサー、経営コンサル
タント、建築・都市プランナー、金融プランナー、ICT プランナーなどの多様な外
部専門家（仲介者）が、まちづくり会社のもとでチームとして関与することが必要
となる。このことで、多様な外部仲介者との接触機会の拡大というプロセスがビル
トインされる。
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3. クリエイティブ・タウン実現へ
3.1 3 ポイントアプローチ

■	 クリエイティブ・タウンの実現には、3つの柱を欠くことができない

①デザインの柱：コンパクトで，安全で美しい町をめざす．
歴史的な集落の位置に中心市街地をコンパクトシティとして復興することやかつて
の市街地を自然や農地に戻すゾーニングを定め、デザインコードを合意して、美し
い町並みを再生し豊かな公共空間を生み出していく。

②産業の柱：町を地域の産業の核にしていく
再生した町並みを中心に、周辺地域と連携して、生活スタイルへの誇りを産業に展
開していく．ライフスタイをブランド化し産業化していく。

③スキームの柱：まちづくり会社が核となる
事業計画、資金調達、制度の活用などスキームに関する数多くの課題の中で、肝と
なるのは、コミュニティに根ざしたデベロッパー「まちづくり会社」である。

• ゾーニング：
郊外開発を抑制し、既
成市街地再生へ注力

• 地区計画：
制度を拡充して

• デザインコード
美しく快適な町並み
へ合意形成

• 権利の調整：
借地権による所有と利
用の分離

• 実施主体：
まちづくり会社

• 財源：
公的資金を呼び水に、
企業・市民から社会的
投資をあおぐ

๏デザイン
コンパクトな町へ

๏スキーム
まちづくり会社

•ライフスタイルの
ブランド化
•クールジャパン

๏産業
生活スタイルの
誇りを産業に

クリエイティブ
タウン
実現

風土にねざし以前
の町のかたちに戻す

まちづくり会社
による

地域マネジメント

図　3ポイント・アプローチ
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3.2 ポイント❶［デザイン］ 
コンパクトな町へ、都市を造る建築へ

■	 コンパクトな町へ：既成市街地（中心市街地）を再生し、市街地の郊外化を抑制し、
農地・緑地の再生・保全を図る
東日本大震災で大きな被害を受けたのは戦後拡大した市街地であった。人口が減少
するこれから、これら郊外をそのまま復興することの意味は乏しい。人減少が始ま
り、市街地や集落の物理的な縮退（シュリンク）が不可避となった今日、この状況
を奇貨として美しい田園や町並みとそこで営まれる豊かな生活を回復する「スマー
ト・シュリンク」を実現する

■	 市街地では、コルビジェが描き世界がめざした ”Towers	in	Space” モデルの反省に
立ち、人間的で快適な公共空間を生み出すことが世界の潮流となっている
アメリカのスマート・グロース、ニューアーバニズム、イギリスのアーバンビレッ
ジ・アーバンルネサンス、パリはじめフランスの各都市における一連の都市計画制
度改革など。本会議では、国交省・武藤□□氏からアメリカの TODにみるまちづ
くりのデザイン論を学んだ。詳しい内容を巻末に添付する。

■	 都市を造る建築へ	：快適な都市空間の原理を歴史的な都市に学ぶ。歴史的な都市で
は個別の建築が集まって心地よい都市空間をつくり出しており、洋の東西を問わず
次のような共通原則が浮かび上がる。
①通り（オープンスペース）が囲まれている（Positive	Space）
②通りから二次的、三次的オープンスペース（横町、路地）へ段階的に続く（奥行、
回遊性）（Levels	of	Scale:	Hierarchy	of	Open	Space）
③建物は孤立していない町並み型＝中庭型（Not	Separateness）
④道幅と建物の高さのバランスがよい（Good	Shape）
⑤「通り→店先→店→住宅（玄関→居間→寝室）」という、公から私に至る段階的
な構成（Gradients）
⑥建物の内外をつなぐ空間・装置（アーケード、庇、窓）が豊かで美しい。それぞ

図　タワーより町並み Final	Report	of	the	Urban	Task	chaired	by	Richard	Rogers:	
Towards	an	Urban	Renaissance,	1999	
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れの文化の特徴がもっともよくあらわれるところ（Deep	Interlock	and	Ambiguity,	
Boundaries）
⑦心地よい繰り返し、秩序と多様性の両立（Alternating	Repetition,	Local	
Symmetries,	Roughness）

■	 以上の共通原則を踏まえ、地域固有のデザインコードを見いだし、「個別の行為」
が美しい「全体」をつくりあげるシステムを組み立てる

図　石巻における津波の被害（ピンク：浸水区域、ブルー：DID）
上図：被害の様相は場所によって大きく異なる。
下図：1913 年の石巻。被害が大きかったのは戦後拡大した市街地
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3.3 ポイント❷［産業］
ライフスタイル・ブランド化事業を展開

■	 再開発などによって生み出した床や空き店舗などに、地域のライフスタイルを支え・
育み・強め・発信する施設や店鋪をつくり出す。
まちの再生とあわせて、再生された町並みを舞台に、①地域の人びとのライフスタ
イルを支え・育む生活サービス施設、②地域の美味しいもの、季節の楽しみ方、祭
りや催事、生業など、固有の価値観に裏打ちされたライフスタイルを発信し、生活
産業として創出する＝「ライフスタイルのブランド化」を実行する店鋪や市場等を
つくる。

■	 このような店鋪は、単にモノを売る施設ではなく、市場の動向を見ながら、地域の
資産を発掘し、磨きをかけ、日本・世界の良いモノと組み合わせ、地域に新しい産
業そして雇用を創出する「悉皆屋」の役割を果たす。

■	 このような施設・店鋪が、適切な家賃負担で活動できるよう、開発のスキームが組
まれる必要がある。これはポイント❸［スキーム］の課題である。

■	 このような事業には、同じ志をもち実践する他地域との連携が効果的である。すな
わち、東京を経由しないネットワークを組み立てる。
このような連携の上で、積極的な海外への訴求を視野に入れる。

＊先駆事例：高松丸亀町商店街では以下のような施設（店鋪）を設置・運営：
まちのシューレ 963：ライフスタイルショップ
ナチュラル・スタイル：地元食材を 5つのスタイルで楽しむレストランズ
丸亀町診療所：ワンコイン検査もある身近のホテルのような診療所

図　高松丸亀町のライフスタイルショップ：まちのシューレ 963
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★ 都市と農村が相互に助け合う田園都市を再構築し、世界がうらやむような、魅力溢れる、豊かで清潔で住みやすい成熟社会のモデルをつくりあげる
★ そのために、人口減少が始まり、市街地や集落の物理的な縮退（シュリンク）が不可避となった状況を奇貨として、美しい田園や町並みとそこで営まれる豊かな
生活を回復する「スマート・シュリンク」を実現する

★ 同時に、内発型まちづくりが不可欠との観点に立ち、地域の唯一無二の資源を再発見・再評価し、磨きあげ、「ライフスタイルのブランド化」を図る
★ こうして達成された美しい日本と地域ごとに豊かに展開する「地域のライフスタイル」を、デファクト・スタンダード化した「西洋のライフスタイル」のオルタ
ナティブとして世界に訴求し、ライフスタイルを背景に付加価値を高めた地域の産品の輸出、そして観光客の誘致を実現する

目標：人口減少下、国際戦略［ライフスタイルのブランド化］による内発型まちづくりで成熟社会のモデルをつくる

II. スマート・
シュリンクを
実現する

I. 内発型産業
を、いかに地域
を成長させる産業
へ展開するか

III. 地域固有の
ライフスタイルの
維持・再生

▶課題 ▶解決策 ▶事業

Ia. ［ライフスタイルのブランド
化］を国際戦略として展開する

Ib. ［ライフスタイルのブラン
ド化］を中心市街地をショウ
ケースに展開、産業化する
Ic. 地方都市が連携する

II. 都市のコンパクト化：
中心市街地の再生整備とエ
リアマネージメント力強化

IIIa. 都市圏内の周辺都
市、在郷町、基礎集落そ
れぞれの中心部にコミュ
ニティの核を再生
IIIb. 次世代ローカル・
コミュニケーション・プ
ラットフォームの構築

① ライフスタイルのブランド化プ
ロモーション事業

② ライフスタイル・ショップの海
外展開事業

③ ライフスタイルを再発見・再評
価し、磨きをかける事業

④ ライフスタイル・ショップの開
設・運営事業

⑤ 市街地再開発・公共
空間創出事業

⑥ 空地・空き店舗等活
用事業（商店街BID
制度）

⑦ 公共空間を魅力アッ
プ・維持事業

⑧ コミュニティ・レスト
ラン＆カフェ事業

⑨ コミュニケーション・
センター推進事業

⑩ 連携

▲主に海外で展開する事業

主に国内で基盤強化、拠点
整備として取り組む事業

Ia. ［ライフスタイル・ブランド化］の海外展開
① ライフスタイルのブランド化の
プロモーション
日本のライフスタイルを世界へ訴
求。国際見本市への出展、メディア
の活用などを積極的に進める

② ライフスタイル・ショップの
海外展開
国際戦略［ライフスタイルのブラン
ド化」の拠点として、海外主要都市
のメインストリート、空港などに7
都市のライフスタイルをテーマにし
たセレクトショップを出店する

III. 地域固有のライフスタイルの維持・再生
⑧ コミュニティ・レストラン＆
カフェ
高齢者への食事提供にとどまら
ず、子どもや大人にも地域の食材
を活かした食事を提供する、子育
て支援施設の機能、コミュニケー
ション・センターの機能などで、
コミュティの核となる

⑨ コミュニケーション・センター推進
ICTを活用したコミュニケーション・プラットフォームのシス
テムを開発すると同時に、人が集まるリアルな場を提供

II. コンパクト・シティを実現する
⑤ 市街地再開発・公共空間創出
合意されたデザインコードに従
い、土地の利用権を共同化、住民
などが設立するまちづくり会社が
再開発事業を実施、土地の合理的
利用をはかる。あわせて、美しい
町並みと豊かな公共空間を創造す
る。住宅の供給も積極的に行う

⑥ 空地・空き店舗等活用
（商店街BID制度）
メインストリートにある空地や空
き店舗を活用、各地のまちづくり
会社が地域に必要な施設を整備

⑦ 公共空間を魅力アップ・維持
植樹、ストリートファニチャ、街路
の美装化などにとどまらず、街路
空間その他を積極的に活用。必要
に応じて、公物管理法や建築基準
法などの緩和をで実現

Ib.［ライフスタイルのブランド化］を中心市
街地をショーケースに展開、産業化する

③ ライフスタイルを再発見・再評
価し、磨きをかける
地域にあるライフスタイルを再発見・
再評価する調査を行い、さらにワーク
ショップなどを通してライフスタイル
に一層の磨きをかける

④ ライフスタイル・ショップの開
設・運営
ライフスタイルのブランド化を促進す
る中核となるクリエイティブなショッ
プの設置及び支援事業を行う。特に、
クリエイティブな産業集積のためのプ
ロデュース・システムの構築に注力

Ic. 農村と交流する「新
田園都市構想」を国際
戦略でめざしつつ、地
方都市が連携する
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3.4 ポイント❸［スキーム］
共同で土地を利用・開発、まちづくり会社がマネジメント

■	 地権者がディベロッパーとしてまちづくり会社を設立、土地所有はそのままに、共
同で土地を開発、合理的な土地利用を実現。
まちづくり会社は、再開発事業を行うディベロッパーであると同時に、事業後の町
の運営を持続的に行うマネジメント組織である。実際には、固有の機能をもった複
数のまちづくり会社が連携する体制を検討する。
＊共同ビル化が常に最適解ではない。個別建物による町並み整備か共同ビル化かは
それぞれの都市や町の規模による。

■	 再開発制度を新しい考え方で活用、再発制度再編も視野に
都市再開発法にもとづく市街地再開発事業は、権利調整の仕組み、権利の移行に伴
い発生する税をかけない仕組み、補助制度などが、かなりしっかりと整備されてい
る。しかし、高度成長期に組み立てられた再開発制度が人口減少時代に適合しづら
くなっていることも事実。再開発制度そのものの再編成も視野に。

■	 財源が課題
開発のリスクを誰かが負わなければ開発は進まない。補助金からファンドへ、公的
支援の発想の転換が必要

まちづく
り会社

美しい市街地

豊かな自然と農地

港と関連施設

まちづく
り会社

地権者

補
償
費

古く
からの町

定
期
借
地
権
設
定

地
代

家
賃

政府・田園都市ファンド

補
助
金
・
出
資

計
画
・
申
請

配
当

租
税

宮脇昭「森の長城」
図　まちづくり会社による復興モデル
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適度な容積の建物 適度な容積の建物 適度な容積の建物

街並み景観とコミュニティの再生
「線」への展開：
　通り沿いの賑わい軸・
　生活軸のネットワーク化

建物

土地

店舗等

住宅

店舗等

住宅

店舗等

住宅

従前の所有者が所有

高い容積の建物

＜余った床＞

＜従前所有者の床＞建物

土地

本来必要な市街地全体の
整備がなかなか進まない

＜従前の所有者が所有＞

土地の多くは余った床と一体で処分

ABCABC WWWW

ADCADC XXXX

A～EXWA～EXWA～EXWA～EXWA～EXWA～EXW

A BB C D E

FGHFGH WWWW

FIJFIJ YYYY

F～JYWF～JYWF～JYWF～JYWF～JYWF～JYW

F GG H I J

KLMKLM WWWW

KNOKNO ZZZZ

K～OXWK～OXWK～OXWK～OXWK～OXWK～OXW

K LL M N O

土地は従前の所有者が所有

通りぞいに町並みを回復、
快適な公共空間を生み出し、賑わい
の舞台をつくる

駐車場

まちづくり会社Bが、商店街全体
のテナントミックス、リーシング

アフォーダブルで、快適な住宅を提供、
まちなかに居住を回復

必要なコミュ
ニティ機能も
充実

避難階

定期借地権設定により所有と利用を分離
エリアマネジメントを可能に

図　再開発制度を新しい考え方で活用

図　活用の展開例（石巻）
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0 20050 100 300m

JR石巻駅

石ノ森萬画館

北上川

立町通り

橋通り

駅
前
大
通
り

ア
イ
ト
ピ
ア
通
り

こ
と
ぶ
き
町
通
り

中央二丁目３・４・５番地区

立町一丁目４・５番地区

立町二丁目５番地区 中央三丁目１番地区

石巻街なか創生プロジェクト位置図

方針2：住民の合意が
整った地区から順次プ
ロジェクトをたちあげ
る

方針4：デザインコード
等を定め、各プロジェ
クトが美しい全体をつ
くり出すようにする

方針5：土地の
所有と利用の分離を果た
し、まちづくり会社によ
る総合的・合理的な街の
運営へ

方針8：住宅と店舗やオ
フィス・作業場、公営住宅
とふつうの住宅が混じった
ミクストユースの開発

方針3：地権者の出資す
るまちづくり会社がディ
ベロッパーとなる

方針9：店舗
でライフスタイ
ルを産業に（ラ
イフスタイルの
ブランド化）

進行中のプロジェクト

方針7：プロジェクトの円
滑な実現に向けて体制を
組み、事業の進捗ととも
に成長させていく

方針６：現地再建が困難
な地区からの移転をス
ムーズに進めることがで
きるスキームを用意する

方針1：地権者
が、土地を手放さず
にプロジェクトに参
加できるようにする

❶まちなか居住を推進
•	 所有と利用の分離で合理的な土地利用
•	 市街地再開発事業を活用

❷スピード感ある官民連携型まちづくり
•	 前例のないスピードで進む被災住民本意の市街
地再開発
•	 防災・減災のまちづくり

❸土木と建築による避難施設のベストミックス
•	 １階を駐車場・商店街など非住宅で構成、２階
を避難階、その上に中低層の住宅

❹住みたくなる賑わいと美しい町
•	 商店と住宅で賑わいのあるまちづくり
•	 デザインコーで、中低層を基本とする
美しい町並みを誘導

❺コミュニティを復活・維持する工夫
•	 中低層の住宅の各所に中庭を配置した
現代の町家
•	 コミュニティを支える新たなファイナ
ンス手段を工夫

❻クールジャパンの発信基地
•	 ライフスタイルのブランド化をめざす
•	 石ノ森アニメ、伝統工芸、ファッション、街の
デザイン
•	「復興クールジャパン」のモデル都市へ

◉スキーム

◉デザイン

Design	Code
1.	プロムナード（両側町）
2.	最高５階
3.	鰻の寝床
4.	２階のメインフロア
5.ROWS	
6.	多様な住宅

7.	分棟型（町並み型）
8.	道幅と建物の高さの比
（D/H）▶ 5階
9.	ポジティブな外部空間
10.	連続する正面
11.	連なる棟
12.	通りへの直通階段

★クリエイティブ・タウンとしての
石巻のまちなか再生

◉ライフスタイルのブランド化

3.5 石巻における 3 ポイントアプローチの展開
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4. クリエイティブ・タウンの推進体制の構築
4.1 推進体制

■	 各地のクリエイティブ・タウン事業の推進を支援するプロフェッショナル・コー
ポレーション（仮称：クリエイティブ・タウン・プロモーション・カンパニー：
CTP）を組織化する
DBJ、UR、SMRJ、賛同企業などの協力を得る

■	 各市町村の主導のもとクリエイティブ・タウン・プロジェクトを糾合、クリエイティ
ブ・タウン協議会を設置
マスタープログラム＊を定めて、個別プロジェクトの自己組織化を誘発・推進、そ
れらが相乗的にクリエイティブ・タウンを生成する構造を構築する

■	 CTP は個別プロジェクトをコーディネートし、必要なプロフェッショナル・サービ
スを提供
あわせてぞれらが全体としてクリエイティブ・タウンを生成するよう、自治体及び
クリエイティブ・タウン協議会の運営を支援する

■	 CTP は、地域のプロジェクトへの資金提供も担う
各種ファンドを活用し、さらにみずからファンドを組成し管理することも視野に

図　クリエイティブ・タウンの推進体制

プロフェッショナル
コーポレーション
（仮称：CTP）
◉コーディネート
◉デザイン

◉事業（資金・経営）
◉事業（行政対応）

◉ライフスタイルブランド化

国

商工会議所

プロジェクトE
まちづくり会社

プロジェクトA
まちづくり会社

プロジェクトD
まちづくり会社

プロジェクトB
まちづくり会社

クリエイテ
ィブタウン
協議会

プロジェクトC
まちづくり会社

大学

市民

クリエイティブタウン推進
国民会議

（プロモーション活動）

企業

☐☐市
（行政）

DBJ
UR

SMRJ

マスタープログラム＊
＊事前確定的マスタープラ
ンに代る、個別事業の自己
組織化を誘発し、相乗的に
全体をつくり出す仕組み

ファンド

事務局

ファンド
マネジメント

出資
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H25年度 H26年度 H27年度

石巻
再開発

大船渡
再開発

他の
被災都市

全国の
地方都市

クリエイティブタウン
プロフェッショナル・コーポレーション

発足

クリエイティブ
タウン推進
国民会議

中央3 立町3 中央2 立町2

4.2 スケジュール

■	 まもなくプロフェッショナル・コーポレーション（仮称：クリエイティブ・タウン・
プロモーション・カンパニー：CTP）を設立、石巻プロジェクトで習熟運転をしな
がら、実績を重ねる


